
中小M＆A市場の改革に向けた方向性について

2025年10月７日
中小企業庁

資料２



2

１.これまで御議論いただいた内容について

２.各施策等について
（１）資格制度の運用、登録・管理制度について
（２）経営者保証解除等に関する実務慣行の定着について
   - 契約書ひな形改訂

- 中小M&A時の経営者保証の取扱いに係る参考資料
  （３）M&A支援機関登録制度HPの更新について

３.御議論いただきたい論点



中小M＆A市場改革プラン（概要）

⚫民間のM＆A支援機関や事業承継・引継ぎ支援センターを通じたM＆Aの件数は大幅に増加。中小M＆Aは浸透をみせている。一方で、経営者が60代以上かつ事業承継の意向
が未定の法人企業が約26万者存在することを踏まえると、いまだ拡大を図っていく必要があると考えられる。

⚫また、人手不足の深刻化等の事業環境の変化が生じる中、M＆Aを単に事業承継を実現するため選択肢としてではなく、中小企業が成長を実現するための戦略的な手段として推
進を図っていく重要性が一層高まっている。

⚫さらに、M＆A支援機関が増加する中で、その支援の質が十分とは言えないという声も聞かれるようになった。加えて、譲り渡し側の経営者保証が解除されないまま、譲り渡し側の現
預金を引き抜くといった不適切な譲り受け側の存在も指摘されてており、市場の健全化に向けた更なる取組が求められている。

事業承継・M＆Aに係る状況

⚫中小M＆Aのプレイヤーごとに、譲り渡し側、中小M＆A市場、譲り受け側、といった３つの軸で施策を講じていく。

中小M＆A市場改革に向けた今後の施策の方向性

（１）譲り渡し側に係る施策

【課題】

●雇用維持や経営者保証の解除等のM＆Aへの
不安が存在

●自らの事業価値、M＆Aへの相場観の不足

【施策の方向性】

①支援機関による事業承継ニーズ掘り起し強化

②M＆Aへの不安解消のための広報強化・シンポジウ
ムの実施（M＆Aキャラバン）

③M＆Aに対する不安を軽減するスキームの検討・
普及

④M＆A時の経営者保証解除又は譲り受け側への
移行に関する実務慣行の定着

⑤M＆A検討前の財務状況の精査に係る支援

⑥中小M＆A市場における取引相場の醸成

（２）中小M＆A市場に係る施策

【課題】

●M＆A支援機関、M＆Aアドバイザーの質向上を
図る必要

●小規模案件を手掛ける、又は地方におけるM＆A
支援機関の不足

【施策の方向性】

①M＆A支援機関の業務の内容・質の開示強化

②公正な競争を喚起する仲介・FA手数料のあり方
に関する検討

③M＆Aアドバイザー個人の知識・スキルに係る資格
制度の創設

④地域の支援機関育成を見据えた事業承継・引継
ぎ支援センターの強化・深化

（３）譲り受け側に係る施策

【課題】

●起業家精神や経営能力が高い優良な買手への支
援が不足

【施策の方向性】

①複数回のM＆A（グループ化）の推進

②小規模案件や個人による承継を支援するファンド
への支援強化

③PMIへの支援

④支援機関による優秀な譲り受け側の掘り起し推進
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⚫ 公表した「スキルマップ」も踏まえつつ、 M＆Aアドバイザー個人の知識・スキルを向上させるとともに、質の高いM＆Aアドバイザーを可視化する
観点から、下記のような中小M＆Aアドバイザー試験(仮称)を、まずは民間ベースでの取組として創設する方向で検討すべきではないか。

⚫ また、個人レベルでの倫理観の浸透の観点から、倫理規程遵守や定期的な講習受講等を要件とし、登録者はデータベースに氏名公表され、
倫理規程違反が認められる場合には取消し・氏名公表を実施する中小M＆Aアドバイザー登録制も併せて運用開始すべきではないか。

⚫ その上で、将来的には中小M&Aガイドラインにおいて、M＆Aアドバイザーに対し、当該資格の取得を推奨することを記載するとともに、「M＆
A支援機関登録制度」の登録機関について、登録を受けた資格保有者の割合の公表等により資格の浸透を図ることを検討してはどうか。

資格制度の創設・資格者への規律付け

中小M＆Aアドバイザー試験（仮称）のイメージ

M＆A
アドバイザー

依頼者や他の支援機関・士業専門家等と調整・連携しつつ、M＆Aの取
引を円滑・適正に遂行し、依頼者の顧客利益の最大化に貢献できる人材

試験範囲

⚫ M＆A実務（M＆Aスキーム、進め方・留意事項、リスクへの対応等）

⚫財務・税務
⚫ バリュエーション・デューデリジェンス（ビジネスDD、財務DD、法務DD、PMI
を見据えた取組等）

⚫法務（民法、会社法、労働法、株式譲渡契約等）

⚫倫理・行動規範（中小M＆Aガイドライン等）

※特に重要な最低限クリアすべき分野については、禁忌問題としての設定も検討する。
※他の資格等により知識がすでに担保されている場合については、当該資格において問われる
知識と本試験において問う知識の共通性を踏まえつつ対応を検討する。
※必ずしもアドバイザーではなく他の士業等専門家等によって上記の知識に係る支援が提供さ
れることもあるが、少なくとも当該士業等専門家等との連携にあたってアドバイザーが習得すべき
知識について試験を行う。

難易度 1担当者としてM＆A支援を行う上で把握すべき知識等について問う。

形式 選択式・短答式（CBT試験を想定）、合計50問程度

①要件

• 倫理規程の遵守。
• 倫理規程に違反した場合の処分（氏名公表等）

に同意すること。
• 定期的な講習の受講（概ね3~5年ごと）。

②資格保有者に認められる事項（登録のメリット）

• データベースにおいて倫理規程を遵守するアドバイ
ザーとして氏名公表（M＆A支援機関登録制度デー
タベースを想定。）。

• 資格証の交付。

中小M＆Aアドバイザーの登録制度

中小M&A市場の改革に向けた検討会
第2回 配付資料（令和7年6月6日） ※一部更新
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資格制度検討・運用における役割分担について

⚫ 中小M&A市場の改革に向けた検討会においては、あるべき資格制度や合格者像などの全体方針について、引き続き審議を行っていく。

⚫ 同検討会の下に、実務的なワーキンググループ（WG）を設置し、詳細の試験内容（試験科目等）を検討するとしてはどうか。

⚫ 上記の各会議における審議事項を踏まえて、実際の試験実施及び作問等は、試験実施団体において実施することを想定。

位置付け

あるべき資格制度
・合格者像の検討

試験内容の検討
（試験範囲・構成等）

担うべき会議体等 具体的な審議事項等

中小M&A市場の改革
に向けた検討会

中企庁財務課

ワーキンググループ
【新設】

中企庁財務課

ー

試験実施団体

⚫ 資格取得者に求められる倫理観・行動規範、習得しておくべき知識等のあるべ
き資格制度の内容・運用方針を審議する

⚫ 最新の中小M&Aガイドライン等が求める事項との整合性確保等、適切なタイミ
ングで見直し等を実施する

⚫ 「中小M&A市場の改革に向けた検討会」において審議された内容を踏まえ、最
新動向を踏まえた各年度の試験構成の決定等の各種論点の整理を行う

⚫ 今年度は、来年度以降の資格試験開始に向け、試験要綱作成のための議論
を行う

⚫ 上記において示された試験実施方針を踏まえ、資格試験を実施

検討粒度

試験の実施

全体方針の
検討・決定

個別各論の
決定・実施

試験問題の作問 試験作問委員会
⚫ 上記において示された試験範囲・試験科目等を踏まえ、アカデミア・
士業・実務家等の専門家を試験作問委員として選定し、具体的な試験問題の
作問を実施

当面の運営主体
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ワーキンググループ（ＷＧ）の立ち上げ

⚫ 中小M&Aに関与する実務家・アカデミア等の方々から構成されるワーキンググループ（WG）を立ち上げ、資格試験に関する具体・詳細
の検討を行う。

⚫ 2025年度は試験要綱策定（詳細次項）に向けた各事項について検討を行い、資格試験開始以降は資格試験実施・運用に係る事項
の検討を行う場とすることを想定。

WGでの想定検討事項

討議事項の項目 概要

試験科目
 ・出題範囲

⚫中小M&Aアドバイザー向けの資格試験実施にあたって、試験範
囲・科目について検討

⚫現状、法務、財務・税務、M&A実務、バリュエーション・デューデリ
ジェンス、倫理・行動規範などの科目設定を想定し、それぞれの科
目について、具体的な出題分野を設定していくことを想定

合格基準
・難易度等

⚫本資格制度の位置付け等も踏まえ、合格基準や難易度をどのよう
に設定するかの検討

⚫サンプル問題の作成

その他

⚫禁忌肢の設定方法等の試験構成の検討

⚫他資格等保有による試験（科目）免除基準を設けるか否か等の
検討

⚫上位資格等を設けるか否かの検討

WGの設置趣旨・直近のスケジュール等

⚫本WGでは、資格試験検討にあたり、より具体・詳細の事

項を非公開の場で検討することを目的とする。

⚫構成員として、中小M&Aを中心とした実務への造詣が深

い方々に加え、法務・財務/税務等各分野を専門とするア

カデミア等の方々を想定。

⚫今年度については、右記の検討事項について議論し、必要

に応じて検討会に諮りつつ、早期の試験要綱公開に向け

た取りまとめを行う。

⚫取りまとめた結果については、検討会へ報告することを想定。
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WGにおける具体的議論内容（１／２）

⚫ 早期の資格試験実施に向けて、中小M&A資格試験実施に係る「試験要綱」を策定し公表する必要がある。

⚫ WGでは、「試験要綱」策定に必要な事項のうち、「試験科目・出題範囲等」「合格基準・難易度」等について議論いただくことを想定。

「試験要綱」作成に係る項目案

試験制度および運用内容 ※中企庁財務課にて検討

• 早期の試験運用開始に向けて、試験実施主体へのヒアリング等を踏まえて、試験制度の実施
方法を定める

試験合格者の登録制度 ※検討会にて検討

• 資格試験の実施に合わせて、試験合格者の登録・運用方法等について方針を定める

試験内容（試験科目・出題範囲等） ※ WGにて検討

• 立ち上げたWGにおいて、試験科目・出題範囲等を整理・検討
• 資格試験実施にあたっては、当該試験内容等を踏まえ、資格試験実施主体において試験問
題を作成した上で、試験を実施する

試験要綱作成に係る検討事項

1. 試験目的

2. 受験資格

3. 試験日程、試験形式、問題数等

4. 受験申込方法

5. 申込に伴う注意事項

6. 受験時の注意事項

7. 試験科目・出題範囲等

8. 試験の免除

9. 合格基準

10.参考（登録・継続・取消要件等）

11.試験に関する問い合わせ先

【令和●年度中小M&Aアドバイザー試験 受験案内】

1

2

3

1

2

3
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WGにおける具体的議論内容（２／２）

⚫ WGの成果物である「試験要綱」については、中小企業診断士等の他資格における試験要綱も参考にしながら策定する想定。

WGにおける「試験科目・出題範囲」に係る具体的議論イメージ

【試験科目設置の目的】
当該試験科目を理解・把握することが、中小M&Aアドバイザーの知識・スキ
ル・倫理観等における位置づけ・意義等を記載

【試験科目の内容】
これまでの検討会の審議や知識・スキルマップ等を基に、 WGで試験科目の
構成（大項目～小項目）や試験ポイント等を検討

（イメージ）
• 大項目：M&A実務
• 中項目：M&Aスキーム
• 小項目：スキームの種類（株式譲渡、事業譲渡、会社分割等）、
各スキームのメリット/デメリット、具体的な活用場面 等

中小M&A資格試験を想定したWGにおける具体的議論内容

A

B

A

B

出所：令和7年度中小企業診断士第一次試験案内（一般社団法人日本中小企業診断士協会連合会）より、 1.経済学・経済政策の試験科目の目的・内容を抜粋
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試験合格後の資格取得者の登録・管理

⚫ 試験合格者に対して、倫理規程・行動規範等の遵守等を図ると同時に最新の動向等の知識取得を促すために、講習の受講などを要件
とした登録制度の創設を想定。M&A支援機関登録制度とも連携した登録・管理を想定している。

⚫ この際、特に中小M&Aガイドラインで求める事項等の遵守を徹底させるため、ガイドラインから逸脱する支援等を行った資格取得者につい
て、登録の取消等の対応方法についても検討する必要があるのではないか。

想定される資格取得者の登録・管理業務

資格取得者の登録

資格取得者の管理

項目 内容

講習の実施
⚫試験合格後の資格取得者名簿への登録や更新のための要件として、中小M&A実務や
倫理・行動規範等に関する講習受講を求める

資格取得者名簿への登録
⚫指定講習の受講修了を以て、試験合格者は、資格取得者名簿への登録を申請

⚫名簿への登録と併せて、登録証の発行を想定

資格取得者名簿の管理・更新 ⚫資格取得者の登録番号や登録時期・更新時期の管理を行う

GL違反等への対応
⚫資格取得者において、何らか倫理・行動規範等に抵触する行為が検出された場合に、
事実認定等の適正な手続を取った上で、登録取消等*1の判断を行う

登録取消対応等

*1：中小M&Aガイドラインの逸脱等への対応としては、登録取消のみでなく、注意等の対応もあり得ると思料し、何らかの段階的対応も想定される
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（参考）他資格における対応

⚫ 士業においては、根拠法において懲戒制度が規定され、併せて、具体的な処分に係る運用基準が示されている。

士業根拠法における関連規定

対応の種類 判断権者

公認会計士
戒告、二年以内の業務の停止、登録の抹
消（法第29条）

内閣総理大臣

税理士
戒告、二年以内の税理士業務の停止、税
理士業務の禁止（法第44条）

財務大臣

社会保険労務士
戒告、社会保険労務士の業務の停止*1、
失格処分（法第25条）

厚生労働大臣

司法書士
戒告、二年以内の業務の停止、業務の禁
止（法第47条）

法務大臣

行政書士
戒告、二年以内の業務の停止、業務の禁
止（法第14条）

都道府県知事

具体的な懲戒処分に関する運用基準の例（社会保険労務士の例）

社会保険労務士及び社会保険労務士法人に対する懲戒処分に関する運用基準

社会保険労務士法（昭和43年法律第89号。以下「法」という。）第25条の2、第25条
の3及び第25条の24に基づく厚生労働大臣の懲戒処分に関する運用基準は、次のとおりと
する。

１ 厚生労働大臣による懲戒処分の基本的な考え方
社会保険労務士（以下「社労士」という。）は、常に品位を保持し、業務に関する法令
及び実務に精通して、公正な立場で、誠実にその業務を行わなければならない職責を負い、
社労士がその職責を果たすことにより、労働及び社会保険に関する法令の円滑な実施に寄
与し、事業の健全な発達と労働者等の福祉の向上を図ることが期待されている。社会保険
労務士業務（社会保険労務士法人（以下「社労士法人」という。）が行う業務を含
む。）の執行は、事業者及び労働者に対してのみならず、労働行政及び社会保険行政に
対しても重大な影響を与えるものであることから、法に基づく厚生労働大臣による監督上の行
政処分として、懲戒処分を行うものである。

（１）処分の種類
ア 社労士に対する懲戒処分については、法第 25 条において、「戒告」、
「１ 年以内の社会保険労務士の業務の停止」又は「失格処分」の３種類で
ある 旨規定している。
イ  社労士法人に対する処分については、法第25 条の24において、厚生労働
大臣は、「戒告」、「１年以内の期間を定めて業務の全部若しくは一部 の
停止」又は「解散」を命ずることができる旨規定している。

 （２）処分の事由
ア 社労士に対する懲戒処分の事由については、法の規定の内容から以下のよ
うに分類される
・・・・以下、割愛・・・

*1：社会保険労務士法上の条項上は「一年以内の開業社会保険労務士若しくは開業社会保険労務士の使用人である社会保険労務士又は社会保険労務士法人の社員若しくは使用人である社会保険労務士
の業務の停止」

*2：中小企業診断士の根拠法である中小企業支援法（昭和38年法律第147号）上には懲戒に関する規定はなく、中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則（平成12年9月22日通商産業省令第
192号）において、規則第5条に掲げられた登録の拒否事由に該当した場合に、規則第6条において経済産業大臣が登録を取り消すとする規定がある。
出所：各士業における根拠法等から中企庁作成、厚労省HP「社会保険労務士制度ー懲戒処分の基準等」

中小企業診断士 登録の取消し（規則第6条）*2 経済産業大臣
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１.これまで御議論いただいた内容について

２.各施策等について
（１）資格制度の運用、登録・管理制度について
（２）経営者保証解除等に関する実務慣行の定着について
   - 契約書ひな形改訂

- 中小M&A時の経営者保証の取扱いに係る参考資料
  （３）M&A支援機関登録制度HPの更新について

３.御議論いただきたい論点
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経営者保証解除等の契約違反に対応するための条項のイメージ
中小M&A市場の改革に向けた検討会

第１回 配付資料（令和7年5月9日）※一部更新

⚫ 解除条項・買い戻し条項：
 解除条項：①経営者保証解除に関する規定への違反等、売主にとって特に重要な事項（※）への違反と②解除権を行使できる期間をクロージング
後一定期間に制限する（※）かたちで、株式譲渡契約の解除を認める条項
※ クロージング後の契約解除は取引の安定を著しく害するため基本的に行われないというＭ&Ａ取引の実務慣行を踏まえ、解除事由は限定的に定める。

 買い戻し条項：①一定事由の発生（株式譲渡契約書に定めた経営者保証解除に関する規定への違反等）と②譲渡対価を返金（※）することを条
件として、対象会社の株式を買い戻すことを認める条項
※ 株式返還との関係では返金を先履行とするのではなく同時履行として弁済の提供を行えば足りる。

⚫ 解除又は買い戻しに伴う損益補償条項：
 ①上記解除条項又は買い戻し条項（以下「契約違反条項」という。）が適用される場合に、②当初の株式譲渡の直前の対象会社における純資産価
格（＝株式価値）と契約違反条項適用時の純資産価格を対比して、その差額を算出し、マイナスがある場合は買主から売主に補填（プラスがある
場合は売主から買主に補填）させる条項

対象会社

④

②

①対象会社から譲り受け側への財産流出
②①等のクロージング後の不適切な動機による対象会社の純資産価格の低下
③譲り受け側による経営者保証の解除等に関する不履行等
④譲り渡し側から譲り受け側に対する買戻し及びこれに伴う補償請求
（左図「↓」 部分の請求）

①

譲り渡し側

譲り受け側

③

金融機関

不適切な譲り受け側による経営者保証の解除等に関する不履行等があった場合に、買い戻し
条項を適用することで、譲り渡し側に簡易な対象会社株式の取戻しを認めるとともに、不適切
な動機により対象会社から流出した現預金等の財産が存在するときは、これにより低下した対
象会社の純資産価格や仲介手数料、裁判費用等の諸費用を譲り受け側から譲り渡し側に補
償させる。

対象会社
純資産
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株式譲渡契約書ひな形改訂（解除・買戻し条項等）

⚫ M&Aの知見が少ない譲り渡し側でも参考とできるよう、中小M&Aガイドラインの参考資料である株式譲渡契約書の改訂を行う。

⚫ これまでの検討会の議論を踏まえ、主に ①解除・買戻し条項の追加、②解除・買戻し時の補償条項の追加等を改訂すべきではないか。

⚫ 併せて、M&A支援機関においては、解除や買戻しが生じないようなM&Aを支援することが求められるのではないか。

以下の場合には、書面による通知をもってクロージング日から１年以内の解除又は株式の買戻しを可能とする

1. クロージング日から3か月を経過しても経営者保証等が解除されないとき

2. クロージング日から14日以内に譲り受け側が金融機関等に経営者保証等の解除について具体的な相談を始めないとき

3. 金融機関等において経営者保証等の解除ができないとの見解が示され、又は解除のための条件が設けられたにもかかわらず、

1か月以内に、譲り受け側が借り換え・一括弁済、解除の充足等の自らの負担による経営者保証等の解除を実施しないとき

※ 買戻しを行う場合は、通知到達時点における相当な価額の支払いが必要

譲り受け側が経営者保証等の解除に向けた具体的行動を実施しないことをもって、クロージング日から一定期間以内の解除又は買戻しを行う権利を譲り

渡し側に認めるもの。ただし、買戻しを行う場合には通知到達時点における相当な価額の支払いを要することとし、買戻しに至るまでの間の譲り受け側によ
る対象会社の企業価値の毀損は、当該価額の支払いによって清算されることを想定。

クロージング日から買戻し日までに対象会社の純資産の減少等の損害が生じている場合、譲り渡し側から譲り受け側に対して当該
損害の回復を請求することを可能とする

債務超過企業等を対象会社とし、かつ譲渡価額が備忘価格程度と低廉な価額が設定されるM＆Aにおいて、クロージング後に買手等によって、対象会
社の現預金等が不当に流出させられた場合に適用することを想定。

主な改訂点について（解除・買戻し条項等）

解除・買戻し条項の追加
（第15条の２)

解除・買戻し時の補償条項
の追加（第17条の２）

差し替え後
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株式譲渡契約書ひな形改訂（その他の変更点について）

⚫ その他、条項の趣旨の明確化・具体化、契約書作成時に譲り渡し側が不利にならないような規定ぶりへの変更・規定の新設、留意すべ
き条項に関する解説の追加等について改訂を行うことを検討。

⚫ 解除等を求める対象となる経営者保証の内容を具体化（第10条第1号、第14条第3項）

⚫ 経営者保証の解除がなされるまでの間の対象会社の株式処分の禁止（第14条第4項）

⚫ 補償請求に関して以下の規定を変更ないし新設

⚫ 補償上限額の規定ぶりの変更（第16条第2項、第17条第2項）

⚫ 補償義務発生のための下限金額の新設（第16第3項、第17条第3項）

⚫ 補償責任の発生条件としての書面による請求について、クロージングからの経過期間の書きぶりの変更・追加（〇年→〇月）（第16条
第4項、第17条第4項）

⚫ 譲り受け側の認識による表明保証違反の成否に関して、アンチ・サンドバッキング条項（譲り受け側の認識次第で譲り渡し側の免責を認める
規定）やプロ・サンドバッキング条項（譲り受け側の認識にかかわらず譲り渡し側の免責を認める規定）についての解説を追記（第16条）

⚫ 秘密保持義務の例外として、中小M＆Aガイドラインが求める「情報共有の仕組み」に係る登録事由に該当する事実が生じた場合に、当該情
報共有の仕組みの運営主体に対して、当該情報共有の仕組みが要請する事由を開示できることを規定（第18条第2項第3号）

⚫ 譲り渡し側の表明保証記載例を変更し、主観による限定も可能である旨を注記にて補足（別紙１ 甲が表明及び保証する事項）

⚫ ※表明保証違反は事後に紛争化しやすいため、譲り渡し側に弁護士等の士業専門家への相談やセカンドオピニオンの取得を促す観点から、
譲り渡し側が保証するにあたり最低限必要となりうる項目を列挙する形へ変更。

その他の変更点について
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１.これまで御議論いただいた内容について

２.各施策等について
（１）資格制度の運用、登録・管理制度について
（２）経営者保証解除等に関する実務慣行の定着について
   - 契約書ひな形改訂

- 中小M&A時の経営者保証の取扱いに係る参考資料
 （３）M&A支援機関登録制度HPの更新について

３.御議論いただきたい論点
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中小M&A実施時の経営者保証の取扱いに係る参考資料について

⚫ 経営者保証の解除等に係るトラブルを減少させるため、譲り渡し側等がM&A成立前に金融機関等との相談を行うことを実務的に確立す
る必要がある。

⚫ 中小M&A時の経営者保証の解除等に関わる各関係者に求められる行動等をまとめた参考資料を策定することで、他の関係者に求めら
れている行動も併せて把握することができるため、適切な経営者保証解除等のための望ましい環境を業界全体で構築できるのではないか。

譲り渡し側

M&A専門業者

譲り受け側

金融機関・
保証協会

⚫ M&A検討前の経営者保証解除等の検討
⚫ M&A成立前の金融機関等からの意向取得
⚫ 事前の意向取得ができない場合、譲り受け側に
対する借換えの要請・リスクがあることの把握

⚫ 他専門家への相談
⚫ 譲り受け側の適確性の精査

⚫ M&A成立前の金融機関等からの意向取得に
向けた譲り渡し側への協力

⚫ 事前の意向取得ができない場合、借換えの実
施、解除条項等の契約書ひな形参照

⚫ 譲り渡し側・M&A支援機関への情報開示

⚫ 譲り渡し側へのリスクの丁寧な説明・M&A成立
前の金融機関等への相談の慫慂

⚫ 審査期間等を考慮したスケジューリング
⚫ 譲り受け側に対する調査
⚫ 不適切な譲り受け側に係る情報を取得した場
合の適切な対応

⚫ M&A成立の前後に関わらない相談/審査の受
付、可能な限り早期の方針通知

⚫ 解除ができない場合の改善点等の説明
⚫ 相談に係る情報の与信関連業務に限った利用、
不適切な譲り受け側の伝達

⚫ 譲り受け側を紹介する場合、適切な確認

中小M&Aガイドライン参考資料 中小M&A時の経営者保証の取扱いについて
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１.これまで御議論いただいた内容について

２.各施策等について
（１）資格制度の運用、登録・管理制度について
（２）経営者保証解除等に関する実務慣行の定着について
   - 契約書ひな形改訂

- 中小M&A時の経営者保証の取扱いに係る参考資料
 （３）M&A支援機関登録制度HPの更新について

３.御議論いただきたい論点
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M&A支援機関の業務の内容・質に関する開示強化について

⚫ 中小企業が支援を依頼するM&A支援機関を検討する際に、自身の支援ニーズに応じて適切な支援機関を選定しやすくなるようM&A登
録支援機関データベース上の情報開示の充実化及び検索性の向上を図る。

更新後の支援機関に関する開示情報イメージ

成約実績数
➢ 登録支援機関毎に、直近年度のM&A成約実績をレンジで表示

(1～10件、11～50件等）

不適切な譲り受け側に係る情報共有の仕組み

➢ 不適切な譲り受け側に係る情報共有の仕組みへの加盟有無や

加盟先組織名を明記

支援業務の詳細

➢ 支援機関が行うことができるM&A及びPMIに係る支援業務に

ついて、項目毎に提供有無を記載

支援業務

XX年X月

XX人

XX人

X億円~X億円未満

全国

拡充する
情報

従来からの
掲載情報

1

3

1

2

3

4

XXX株式会社

XXXX協会

2

並び替え機能の強化
➢ 検索後の並べ替えの選択肢を拡充（最低手数料順、M&A専従

者人数順等）
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中小M&A市場の取引相場の醸成 / 仲介・FA手数料の可視化について

⚫ M&A支援機関登録制度上で報告された中小M&Aの取引データ等の実績を基に、中小企業が自社の財務情報・業種を入力することで、
M&A実施時の参考となる自社の株式価値が把握できるツールをM&A支援機関登録制度HPへ実装することを検討。

⚫ 併せて、各M&A支援機関の手数料の可視化及び支援機関間の比較性を高めるため、株式価値等や利用を検討するM&A支援機関
の手数料体系を入力することで、手数料の目安を計算することができるツールの実装についても検討。

⚫ 中小企業が入力した自社の営業利益、減価償却費等の財務情報や業

種の情報を基に、各算定方式から算出された株式価値の目安をレンジで

表示させる。

※ 算出された価値はあくまで参考値であり、当該価値が譲渡額となる訳では
なく、交渉等の結果によって最終的に合意された金額が譲渡額となる点に
ついては、ツール利用にあたって留意が必要。

⚫ 株式価値簡易計算ツールで算出した株式価値等と、利用を検討する

M&A支援機関の手数料体系（レーマンテーブル等）を入力することで、

M&Aを行う際の手数料の目安の確認や支援機関間の比較を行うこと

を可能にする。

株式価値の簡易計算ツール 手数料の簡易計算ツール
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１.これまで御議論いただいた内容について

２.各施策等について
（１）資格制度の運用、登録・管理制度について
（２）経営者保証解除等に関する実務慣行の定着について
   - 契約書ひな形改訂

- 中小M&A時の経営者保証の取扱いに係る参考資料
  （３）M&A支援機関登録制度HPの更新について

３.御議論いただきたい論点
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主に御議論いただきたい論点

（１）資格制度の運用、登録・管理制度について

① 資格制度の検討・運用について各会議体で役割分担を行うにあたり、留意すべき点はあるか。

② ワーキンググループ（WG）で資格試験の具体・詳細を議論する上で、考慮すべき点や留意すべき点はあるか。

③ 資格登録制度を導入するにあたり、考慮すべき点はあるか。また、登録時の要件として検討される講習について、具体的に
どのような内容や方法とすることが望ましいか。

④ 中小M&Aガイドライン等の行動規範を逸脱する支援を行った資格取得者について、本資格の趣旨・建付けを念頭に、他
資格における対応も踏まえつつ、どのような対応・手続きが求められるか。

（２）経営者保証解除等に関する実務慣行の定着について

① 各参考資料について、懸念点や追加で措置すべき点はあるか。

② 各参考資料を、M&A支援機関等を中心として実務的に普及させるために必要な取組は何か。また、解除や買戻しが生
じないようなM&A支援の在り方はどのようなものが考えられるか。

③ 経営者保証解除等に関する実務慣行の定着に向けて、各参考資料も利用しつつ、譲り渡し側・譲り受け側も含めた関
係者への周知・広報を行うにあたり、どのような取組が求められるか。

（３）M&A支援機関登録制度HPの更新について

① HP更新の内容で懸念点等はあるか。更なる開示等が求められる点はあるか。

② 株式価値・手数料計算の各ツールについて、考慮すべき点や留意すべき点等はあるか。望ましい利用方法などはあるか。
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